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マレーシア現地法人（子会社）の代表者の異動に関するお知らせ 

 

当社は、100％出資子会社である「AEON DELIGHT (MALAYSIA) SDN.BHD.」（本社：クアラルンプール

市、以下、イオンディライトマレーシア）の代表者の異動を行いましたので、下記のとおりお知らせ

いたします。 

 

記 

 

１．背景および目的 

当社グループは、「中期経営計画（2011-2013）」において成長マーケットの一つとして「アジアマー

ケット」を位置づけており、アセアンでの重点エリアであるマレーシアに、総合ＦＭＳ事業＜＊1＞の展

開を目的とした準備会社として、イオンディライトマレーシアを2012年３月14日に設立をいたしまし

た。 

 イオンディライトマレーシアは、マレーシアにおける総合ＦＭＳ事業のパイオニア企業として、高

品質なサービスを通じた“安全・安心・快適”の提供により、お客さま、地域社会の「環境価値」を

創造することを目指し、まずは同年 12 月１日よりオフィスの清掃事業とショッピングセンターでの自

販機設置運営事業を開始いたしました。 

この度、新しい代表者を招聘し、さらなる地域に根ざしたネットワークを構築していくとともに、

アセアンにおける総合ＦＭＳ事業のフラッグシップカンパニーとして、マレーシア、そしてアセアン

の地域社会の発展に貢献をしてまいります。 

＊１「総合ファシリティマネジメントサービス（総合ＦＭＳ）事業」とは、総合ビルメンテナンスやバックオフィスサポートを

中心とした多種多様なサービスメニューにより、お客さまのアウトソースニーズに対してワンストップでお応えするサービ

ス業です。 

 

 

２．会社の概要 

（１） 商 号 AEON DELIGHT (MALAYSIA) SDN.BHD. 

（２） 代 表 者 NORYAHWATI BINTI MOHAMAD NOH 

（３） 本 店 所 在 地 
3rd Floor, AEON Taman Maluri Shopping Centre Jalan Jejaka, Taman 

Maruli Cheras, 55100 Kuala Lumpur, Malaysia 

（４） 連 絡 先 電話番号：(+60)3-9281-9921,5605 

（５） 設 立 年 月 2012 年３月 14 日 

（６） 事 業 内 容 総合ＦＭＳ事業 

（７） 決 算 期 12 月 

（８） 従 業 員 数 12 名 

（９） 資 本 金 ８百万リンギット 

（10） 出 資 比 率 イオンディライト株式会社 100％ 

－1－ 



－2－ 

 

３．代表者の移動 

（１）異動の内容（３月４日付） 

氏名 新職名 旧職名 

はらだ のわき 

原田 野分 

 

 

取締役会長 

 

代表取締役社長 

ノリャワティ ビンティ モハマド ノウ 

NORYAHWATI BINTI MOHAMAD NOH 

 

 

代表取締役社長 

 

顧問 

 

（２）異動の理由 

早期の事業基盤確立を図るため、現地経営体制の強化を目的とします。また、イオンディライト株

式会社執行役員アセアン事業責任者の原田野分は、イオンディライトマレーシアの代表取締役社長と

の兼務を解き、アセアン各国の更なる事業開発を推進してまいります。 

 

 

４．新代表者の略歴 

生年月日  1965 年 ２月 19 日 
主な経歴  1988 年  ジャヤジャスコ社（現イオンマレーシア社）入社 
      1991 年  同社マラッカエアケロー店 ソフトラインマネージャー 
      1992 年  同社アドバタイジング＆プロモーションマネージャー 
      2000 年  同社アドバタイジング＆プロモーションシニアマネージャー 
      2002 年    同社ヒューマンリソースジェネラルマネージャー 
      2009 年    同社ヒューマンリソース＆アドミンジェネラルマネージャー 
      2010 年    同社コーポレートコミュニケーション 

＆ブランディングジェネラルマネージャー（現任） 
 

 

５．今後の見通し 

新会社設立および事業活動による2012年度業績への影響は軽微であるため、連結業績の見通しに変

更はございません。 

 

 

          以 上 


